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風外力を受ける超高層建築物の逆問題定式化に基づく
時刻歴解析用縮約外力と縮約構造モデル 

REDUCED LOAD AND STRUCTURE MODELS VIA INVERSE FORMULATION 
FOR TIME-HISTORY WIND RESPONSE ANALYSIS OF HIGH-RISE BUILDINGS 

鈴木ちひろ*1，辻  聖 晃*2，吉 富 信 太*3，竹 脇  出*4

Chihiro SUZUKI，Masaaki TSUJI，Shinta YOSHITOMI and Izuru TAKEWAKI

A set of reduced models of structures and wind loads is proposed for a high-rise building under time-dependent wind loading.  A
reduced structural model is constructed first based on an inverse problem formulation in terms of fundamental eigenfrequency and
eigenmode.  Then a reduced model of time-dependent wind loads is proposed by requiring the equivalence of displacements at 
representative nodes in the frame model and the reduced model without inertial and damping terms.  These reduced models are applied to 
both the bare frame and the frame with high hardness rubber dampers.  The validity of the proposed reduced models is investigated by the 
comparison with the results by the time-history analysis for an original full model. 
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１． 序 
建築物の超高層化に伴い，風荷重は地震荷重とともに重要な設計

用外力となりつつある。地震動とは異なり，風荷重による振動は長
時間継続するため，居住性・使用性の観点からの対策が必要となる。
その対策の一つとして，粘性・粘弾性・弾塑性ダンパーなどの種々
のエネルギー吸収要素や TMDを設置することが考えられる 1-6)。建
築物の風荷重に対する現行の設計では，制振装置の有無に関係なく，
静的な荷重に対する使用性や安全性の検討がなされるのが一般的で
ある。しかしながら，居住性 7)などの検討においては，風荷重に対
する時刻歴応答解析が望まれている。制振装置を組み込んだ建築物
の風荷重に対する時刻歴応答の検討は，そのようなモデルに対する
風洞実験の困難さ等から実験的に行う事は難しく 8),9)，実験が可能で
あるとしてもパラメトリックな検討は極めて困難である。従って，
計算機の容量や時間的制約などの困難さを克服した精度の高い数値
解析法の開発が求められている。
これらの困難を克服する方法として，多自由度モデルの自由度を

縮小し，風応答を簡易的に求めるためのモデルを用いることが考え
られる 10-12)。多自由度モデルを 1自由度に置換する方法として，モ
ーダルアナリシスにおいて 1次モード成分のみに着目する方法があ
り，実務構造設計でも一般的に使用されている。地震時応答に関し

て，このようなモーダル 1自由度縮約を超高層建物に適用すると，
高次モードの影響により精度面での問題が生じるが（例えば 13）），
長周期地震動などに対しては 1次モード成分が卓越するため高精度
の結果が得られる 14)。風応答の特性に関して，丸川らは多質点弾性
模型とロッキング模型の風応答をスペクトルモーダル解析による応
答と比較して，建物密度，構造減衰および振動数比が風応答に与え
る影響について検討している 11)。佐藤らは，粘弾性ダンパーを設置
した 1自由度の制振構造の風応答特性を，異なる振動数依存性を有
する分数微分を用いた時刻歴応答解析により明らかにしている 15)。
その際に，パワースペクトル密度と高さ方向の位相・相関を考慮し
て風力時刻歴を作成し詳細な風応答特性の検討を行っている。
自由度の縮約に関する研究には他に次のようなものがある。笠

井・岩崎は，1層骨組架構に各種のダンパーを組み込んだ場合に，ダ
ンパー取付部材の剛性も考慮可能なせん断質点系に縮約する方法を
示した16)。そこでは，ダンパー及び架構からなる制振構造を骨組の
静的解析を用いて2自由度に縮約する方法を示している。しかしなが
ら，その縮約は層内部の自由度を縮約する方法であり，層方向の縮
約に注目する本研究のものとは異なる。また，N自由度系の動的解
析において，固有ベクトルをL(<N)個の直交ベクトル系（Ritzベクト
ル）の線形結合で近似表現し，運動方程式の次元をN自由度からL自
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由度に縮約する方法がよく知られており17)，多くの汎用構造解析プ
ログラムに組み込まれている。しかしながら，精度の高い解析を少
ない自由度で実現するためには，Ritzベクトルを慎重に選定する必
要がある。

本論文の目的は，非線形復元力特性を有する制振ダンパーが組み
込まれた高層建築物が動的な風外力を受ける場合について，多自由
度モデルを少自由度のモデルに縮約し，簡易的かつ高精度な時刻歴
風応答解析が可能な方法を提案することにある。具体的には，逆問
題型定式化に基づき，1 次固有周期と 1 次固有モードの等価性条件
から構造モデルを縮約し，同時に外力に対する変位の等価性条件か
ら外力を縮約する。本方法の特徴は，指定した位置における変位の
等価性条件が成立するように構造物と外力の両者を縮約するため，
極めて少ない自由度でも指定した位置における高精度の変位応答評
価が可能となることにある。また，加速度についても，変位応答に
比べれば精度は劣るものの，居住性能評価のためには十分な精度で
の応答評価が可能となる。 
本論文においては，居住性や使用性に関わる範囲の風応答を対象

としてその応答解析法の提案を主たる目的とする。従って，風洞実
験による風外力の時刻歴データを用い，風直交方向の応答の変動特
性に強い影響を及ぼす建物形状や風速などの要因については取り扱
わない。 
また，本論文では，制振部材を含まない骨組と含む骨組の両者の

縮約法について論じる。非線形復元力特性を有する制振材料の一例
として高硬度ゴムを取り上げる。この高硬度ゴムは，アクリル系な
どの粘弾性材料に比べて温度・振動数依存性が低い。また，極微小
変形時にはコンクリートに近い剛性を有し，せん断ひずみが 5％程
度以上になると鋼材に近い平行四辺形状の復元力ループを描くとい
う特徴を有している 18),19)。この高硬度ゴムを，履歴依存性を有する
弾塑性要素，振動数依存性を有する弾性要素，速度依存性を有する
非線形粘性要素の並列モデルによりモデル化し，せん断質点系にモ
デル化した多層建物に組み込む。

２．１次固有振動特性の等価性に基づく縮約構造モデル
2-1 主体構造の縮約
逆問題型定式化に基づき，多自由度モデルを少自由度のモデルに

縮約する。本論文では，主体構造はせん断質点系モデルとする。縮
約前のモデルを原モデル，縮約後のモデルを縮約構造モデルと表記
する。一般層の表記を，原モデルにおいては第 j 層，縮約構造モデ
ルにおいては第 i 層とする。縮約過程の明快な提示のため，図 1 の
ような第 j 層の質量 jm 及び層剛性 jk が指定された 4 自由度モデル
を 2 自由度モデルに縮約する過程を示す。 ( )は，縮約構造モデル
に関する量を表す。
本縮約法において，縮約構造モデルの質点位置は，原モデルの特

定の質点位置に対応するように設定する。これらの特定の質点位置
を原モデルの縮約代表位置と呼ぶ。図 1の例では，縮約代表位置と
して原モデルの第 2質点と第 4質点を選択している。原モデルの縮
約代表位置は等間隔である必要はなく，応答を評価したい任意の質
点を選択することができる。
縮約構造モデルの質量は，原モデルの縮約代表位置間の各層の質
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図 1 原モデル(左)と縮約構造モデル(右)
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図 2 ダンパーを設置した原モデル(左)と縮約構造モデル(右)

量を，上層側の縮約代表位置において単純に加えたものとする。図
１の場合，縮約構造モデルの各層質量は 1 1 2 2 3 4,m m m m m m= + = + で
あり，既知量として扱う。
縮約構造モデルの剛性は，それを未知量とした１次固有振動特性

の等価性条件を逆問題的に解くことで決定する。図１の場合，未知
量である縮約構造モデルの層剛性 1 2,k k を，以下の等価性条件に基づ
き決定する。すなわち，原モデルの 1 次固有円振動数 (1)ω と縮約構
造モデルの 1 次固有円振動数 (1)ω が等しく，原モデルの縮約代表位
置における 1 次モード成分比 (1) (1)

2 4/u u と，縮約構造モデルの 1 次モ
ード成分比 (1) (1)

1 2/u u が等しくなることをモデルの等価性条件とする。
モデルの等価性条件を数式で表すと次のようになる。

(1) (1)ω ω=  (1.a) 
 (1) (1) (1) (1)

2 4 1 2( / ) ( / )u u u u=   (1.b) 

式(1.a,b)より，縮約構造モデルの層剛性 1 2,k k は次のようになる20)。 
(1)

(1)2
(1) (1)

1

k kk i
i

i i

m u
k

u u
ω =

−

=
−

�2

  (i=1, 2)  ( (1)
0 0u = ) (2) 

2-2 主体構造に設置される制振用ダンパーの縮約
 本節においては，制振ダンパーが設置された多自由度モデルを縮
約する際のダンパーの縮約法について述べる。 
本手法では，ひずみ依存性や振動数依存性などの非線形特性を有

する粘弾性ダンパーや弾塑性ダンパーを想定する。まず第j層のダン
パーを，等価剛性 eqjk と等価減衰係数 eqjc を有する線形のダンパーに
置換し，次に，等価剛性 eqjk を用いて縮約構造モデルに導入するダ
ンパー量を決定する。前節と同様に，4自由度モデルを2自由度モデ
ルに縮約する過程を示す。
 原モデルの主体骨組の剛性 jk に，ダンパーの等価剛性 eqjk を加え
たものを「ダンパー付きの原モデルの剛性」とし， 'jk と表す。一
般には，ダンパー付きの原モデルの 1次固有周期は原モデルに比べ
て短くなるため，ダンパー付きの原モデルの 1次固有円振動数 (1)ω′

と 1次固有モード (1)
ju′ を別途求め，(2)式に代入してダンパー付きの

縮約構造モデルの層剛性 ik′を求める。ただし(2)式において (1)ω の代
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わりに (1)ω′ を， (1) (1)
1 2/u u の代わりに (1) (1)

1 2' / 'u u を用いる。
次に，ダンパー付きの縮約構造モデルの第i層における剛性 ik′と主

体骨組の縮約構造モデルの剛性 ik の差を縮約構造モデルに付加さ
れるダンパーの等価剛性 dik ′ とする。すなわち，縮約構造モデルの第
i層のダンパーの等価剛性 dik′ を次式で求める。

di i ik k k′ ′= −  ( 1, 2i = )   (3) 

以上より求めた縮約構造モデルのダンパーの等価剛性 dik ′ に対応
する量のダンパーを，縮約構造モデルに導入する。
ここで，ダンパーがひずみ依存性を有する場合，ダンパーの等価

剛性を決めるためのダンパーの変形量 maxδ は，(4)式で表されるとす
る。

max
max max

y
N

δ = ∆ =    (4) 

maxy は別途解析で求めたダンパーを含まない原モデルの最大頂部
変位を表し， N は原モデルの自由度数， max∆ は最大層間変位の層
方向の平均値である。この値を，原モデルの全層に適用する。
次に，縮約構造モデルのダンパーの等価剛性

dik′ に対応するダンパ
ー量を決定する際のダンパーの変形量 max iδ は，次式で表されるもの
とする。

max
max max

i
i i

n yn
N

δ δ= =    (5) 

ここで， in は，縮約によって縮約構造モデルの第 i 層に集約される
原モデルの層数を表す。図 2の場合，原モデルの 2層分を 1層に縮
約しており， 1 2 2n n= = となる。

(4)，(5)式は，変形モードが直線形であると仮定して，層数 Nや in

に関する比例関係を利用して導いているが，ダンパー設置によって
応答レベルが極端に低減する場合や，ダンパー設置後の各層の最大
水平変位分布が直線形から大きく外れる場合は，その影響を適切に
取り入れる必要がある。また，ダンパーの取り付け部材剛性の影響
を直接考慮する場合は，本節の手法は直接的には適用できないが，
層間変位に対するダンパーの正味の変形量を表す実効率を取り入れ
ることで，簡易的に取り付け部材剛性の影響を考慮することが可能
である(Appendix)。

３．変位の等価性に基づく外力の縮約法
縮約構造モデルの自由度に合わせて外力も縮約する。外力の縮約

においては，主体構造の復元力のみで外力に抵抗するモデルを考え，
このモデルを復元力抵抗モデルと称する。ここでは，復元力抵抗モ
デルを用いた変位の等価性条件により質点外力を縮約する。縮約さ
れた外力を縮約外力と表記する。
前節と同様に，図 3の 4自由度モデルを 2自由度モデルに縮約す

る過程を示す。原モデルの第 j層質点に作用する外力 jf は既知量で
あり，縮約外力 1 2,f f を未知量とする。
以下の等価性条件により未知量 1 2,f f を決定する。すなわち，復元

力抵抗モデルを仮定し，原モデルの縮約代表位置における変位

2 4,y y と，それに対応する縮約構造モデルの変位 1 2,y y が等しいこと
を変位の等価性条件とする。 

2 1y y= , 4 2y y=   (6.a,b) 
 
式(6.a,b)より，縮約外力 1 2,f f は次のように求められる。 
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4 2y y=
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図 3 原構造モデル・原外力(左)と縮約構造モデル・縮約外力(右)
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( )k kf f f f
k k
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ここで， M 自由度の原モデルの外力を N 自由度の縮約外力に縮
約する一般化した場合を考え， ijT を第 i行第 j 列成分とする N M×

の縮約変換行列 Tを導入する。原モデルの第 j 層変位と縮約構造モ
デルの第 i層変位が対応する場合 1ijT = とし，対応する自由度がない
場合には 0klT = とする。図 3の場合， Tは次式となる。

 0 1 0 0
0 0 0 1
� �= � �� �

T  (8) 

Tを用いると変位の等価性条件は次のように表される。 
=y Ty    (9) 

ここで， yは原モデルの変位ベクトル， yは縮約構造モデルの変位
ベクトルである。両モデルの力-変位関係を次のように表す。 

=f Ky , =f Ky   (10.a,b) 
K ,K は，各々復元力抵抗モデルとしての原モデル及び縮約構造モ
デルの剛性行列である。式(9), (10.ab)より，縮約外力 f は次式で表
わされる。
 1−= =f KTy KTK f       (11) 

４．数値例題
前節では復元力抵抗モデルを用いた変位の等価性条件から，静的

な外力に対して縮約外力を求める方法を提示した。本節では，動的
外力においても同様の変位の等価性条件が成り立つと仮定する。動
的外力を作用させる場合には，(11)式の縮約を各時刻において行う。
この仮定の精度を検証するために時刻歴応答解析を実施する。尚，
4-1, 4-2節では，ダンパーを含まないモデルを扱う。また，4-3, 4-4

節のダンパーを含むモデルでも，(11)式の外力の変換は主体骨組の
みの剛性を用いて行う。
4-1 逆三角形 1 次固有モードの 40 層せん断質点モデル 

1 次固有モードが逆三角形分布となる 40 自由度モデル（以下，
Model A）を，4自由度及び 1自由度モデルに縮約し，両モデルにつ
いて時刻歴応答解析を行う。ダンパーを含まない原モデルと縮約構
造モデルの固有周期は 4[s] ， 40 自由度モデルの質量は

3
1 40~ 1280[ 10 kg]m m = × とし，主体構造の層剛性は 1次固有モードが
逆三角形分布となるよう決定する。構造減衰は剛性比例型とし，1

次の減衰定数を 1%とする。
外力は再現期間 1 年(頂部平均風速 23.5[m/s] )の風直交方向風外力

として風洞実験で得られた風外力の時刻歴を用いる 21)。この外力は，
アスペクト比 4，高さ 160m，正方形の平面形状を有する建物の 1/500
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の模型を用いて，25m間隔の 6箇所の高さ相当位置において計測し
た風圧をもとに算出されたものであり 21)，時刻歴応答解析において
は，これら 6箇所の風外力をそれぞれ 2～10階，11～17階，18～24

階，25～30 階，31～35 階，36～40 階に入力する。ただし，2～10

階などでは各階に同一の風力を入力する。風外力のパワースペクト
ルのピーク振動数は約 0.05[Hz]であり，建物の 1 次固有振動数
(0.25[Hz])と比べて 1/5 程度である。4 自由度縮約構造モデルにおい
ては，10, 20, 30, 40層を縮約代表位置とし，1自由度縮約構造モデ
ルにおいては，40層を縮約代表位置とする。
図 4(a),(b),(c)に原モデルの外力及び両縮約構造モデルの縮約外力

を示す。図 4の凡例において，例えば 20/40とは「40自由度モデル
の第 20層位置における量」を指している。以下の図でも同様である。
４自由度縮約構造モデルの縮約外力は原モデルの外力のほぼ 10 倍
となっている。
本論文で扱う風外力は，長時間継続して作用する定常的な風外力

の 150秒分を取り出したものに相当する。また，風外力に対する応
答も定常的な応答を想定して，風外力入力直後 100秒間の応答は過
渡的なものとして扱い，提案手法の検討においては考慮しないもの
とする。
図 5 に原モデルと縮約構造モデルの建物頂部および建物高さの

1/2 の高さの縮約代表位置における変位の比較を示し，図 6 に原モ
デルと縮約構造モデルの建物頂部および建物高さの 1/2 の高さの縮
約代表位置における加速度の比較を示す。上述のように解析を 150

秒間行い，そのうちの 100～150秒の応答を取り出して比較を行う。
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(a) 原モデルの外力(10, 20, 30, 40層)
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(b) 4自由度縮約外力(1, 2, 3, 4層)
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(c) 1自由度縮約外力
図 4 質点に作用する風外力の時刻歴

Model Aにおいて，原モデルと縮約構造モデルの頂部変位は良好に
一致している。また，頂部以外の縮約代表位置においても両モデル
の変位は良く一致している。ピーク値に注目すると，1 自由度縮約
構造モデルより 4自由度縮約構造モデルの方が精度よく原モデルを
表現可能であるといえる。
変位応答ほど精度が良好ではないものの，加速度応答においても

原モデルと縮約構造モデルは良好に一致している。構造減衰のない
モデルに対して同様の比較を行うと，縮約構造モデルの加速度応答
の精度はかなり低下することから，上記のモデルの加速度応答の精
度が良好な理由は，構造減衰（剛性比例型）によって原モデルの高
次モードが抑えられるためであると考えられる。しかし，特にピー
ク値では差が見られ，縮約構造モデルの加速度は原モデルよりも小
さな値となっている。その傾向は縮約構造モデルの自由度が小さい
ほど顕著である。
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(a) 全高さの 1/2の高さにおける縮約代表位置(4, 40自由度モデル)
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(b) 頂部(1,4,40自由度モデル)
図 5 変位の比較(Model A，1, 4, 40自由度モデル)
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(a) 全高さの 1/2の高さにおける縮約代表位置(4, 40自由度モデル)
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(b) 頂部(1, 4, 40自由度モデル)
図 6 加速度の比較(Model A，1, 4, 40自由度モデル)
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4-2 現実的な層剛性分布が与えられた 40 層せん断質点モデル
現実的な層剛性分布 19)が与えられた 40自由度モデル（以下，Model 

B）を，4自由度及び 1自由度モデルに縮約する。原モデルと縮約構
造モデルの１次固有周期，質量，構造減衰定数，外力は 4-1 節と同
様とする。図 7(a),(b)に原モデルと縮約構造モデルの層剛性を示し，
図 7(c),(d)に原モデルと縮約構造モデルの変位の 1次モードの比較と
層間変位の 1次モードの比較を示す。縮約構造モデルの層剛性が上
層で減少せず増加しているのは，縮約構造モデルの層間変位モード
分布が上層で小さくなっているためである。
図 8 に原モデルと縮約構造モデルの建物頂部および建物高さの

1/2 の高さの縮約代表位置における変位の比較，図 9 に原モデルと
縮約構造モデルの建物頂部および建物高さの 1/2 の高さの縮約代表
位置における加速度の比較を示す。

Model Bにおいても，変位応答では両モデルの変位は良好に一致
している。加速度応答は，変位応答に比べて精度は低下するものの，
原モデルと縮約構造モデルで良好に一致している。また，1 自由度
縮約構造モデルより 4自由度縮約構造モデルの方が精度よく原モデ
ルを表現可能であるといえる。
これらの解析より，現実的な層剛性を有するモデルでも，本論文

で提案する縮約方法は有効であるといえる。
4-3 高硬度ゴムダンパーが設置された 40 層せん断質点モデル

1 次固有モードが逆三角形分布となる 40 自由度モデル(Model A)

に文献 18)で取り扱われている高硬度ゴムダンパーを設置する場合
を扱う。この高硬度ゴムは，せん断ひずみが 5%程度までの微小変
形時には傾斜した楕円状の履歴ループを描き，せん断ひずみが 5%

程度以上のときにはバイリニア型の履歴ループを描く，強いひずみ
依存性を有する粘弾性体である。高硬度ゴムを，履歴依存性を有す
る弾塑性要素，振動数依存性を有する弾性要素，速度依存性を有す
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 (a) 層剛性(原モデル) (b) 層剛性(縮約構造モデル)
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 (c) 変位モードの比較 (d) 層間変位モードの比較
図 7 原モデルと縮約構造モデルの剛性・モードの比較(Model B) 

る非線形粘性要素を並列配置した力学モデルを用いた復元力ループ
と，材料試験結果を図10に示す。
この力学モデルを用いると，第 j 層の高硬度ダンパーの断面積を

jS
2[mm ]，厚さを jd [mm]としたときの各層ダンパーの等価剛性は

(12)式で表される 22)。
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(a) 全高さの 1/2の高さにおける縮約代表位置(4, 40自由度モデル)
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(b) 頂部(1, 4, 40自由度モデル)
図 8 変位の比較(Model B，1, 4, 40自由度モデル)
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(a) 全高さの 1/2の高さにおける縮約代表位置(4, 40自由度モデル)
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(b) 頂部(1, 4, 40自由度モデル)
図 9 加速度の比較(Model B，1, 4, 40自由度モデル)
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図 10 1Hzの漸減載荷時の履歴ループ 18) 
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( )0.62 0.66
max max0.32 0.10j

eqj j j
j

S
k d γ γ− −= +   (12) 

ここで， max jγ は第j層の高硬度ゴムの最大せん断ひずみとする。 max jγ

はダンパーの変形量 maxδ をダンパー厚さ jd で除したもので，

max max /j jdγ δ= の関係と，(4)式より次式を得る。
    max max

max j
j j

y
d Nd

δγ = =    (13) 

ダンパー厚さ jd が全層で共通の場合は，(13)式で与えられるひずみ
レベル max jγ も全層で共通となる。
高硬度ゴムダンパーが設置された 40自由度モデルを 4自由度及び

1自由度モデルに縮約する。解析プログラムは，文献 18)で提案され
た構成則を組み込んだ風応答解析用のもの 19)を使用する。高硬度ゴ
ムダンパーは制振壁型ダンパーに組み込むことを想定し，制振壁１
枚あたりの高硬度ゴムの形状は厚さ 15[mm]，面積 20.96[m ]とする。
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図 11 頂部変位の比較(ダンパー5枚設置)
(Model A，1, 4, 40自由度モデル)
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図 12 頂部変位の比較(ダンパー10枚設置)
(Model A，1, 4, 40自由度モデル)
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図 13 頂部加速度の比較(ダンパー5枚設置)
(Model A，1, 4, 40自由度モデル)
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図 14 頂部加速度の比較(ダンパー10枚設置)
(Model A，1, 4, 40自由度モデル)

縮約構造モデルの第 i 層に付加されるダンパーの断面積，厚さ及
び最大せん断ひずみを iS ， id ， max iγ とする。以下に，2-2節の手法
に基づいて，縮約構造モデルに付加すべきダンパーの断面積 iS を求
める手順について説明する。まず，(3)式より，縮約構造モデルの第
i層のダンパーの等価剛性 dik ′ を求める。
次に，原モデルの第 j 層と対応する縮約構造モデルの第 i 層にお

いてダンパーの最大せん断ひずみが等しい（ max maxi jγ γ= ）という仮
定と， max max /i i idγ δ= の関係及び(5),(13)式より，縮約構造モデルの第
i層のダンパー厚さに関して次式を得る。

max max max

max max max

ji i i
i i j

i j

Ndn yd n d
N y

δ δ
γ γ

= = = ⋅ =    (14) 

(14)式より，縮約構造モデルの第 i 層のダンパー厚さ id は，原モデ
ルのダンパー厚さ jd を，縮約後の第 i層に集約される原モデルの層
数倍したものとなる。以上より得られた

dik′ ， max iγ ， id を(12)式に代
入することにより，断面積 iS が得られる。
図 11, 12に原モデル(1層あたりダンパー5,10枚)と縮約構造モデル

の頂部変位の比較を示し，図 13, 14に原モデルと縮約構造モデルの
頂部加速度の比較を示す。
変位応答ではピーク値に若干の差が見られるが，原モデルと縮約

構造モデルの頂部変位は良好に一致している。また，1 自由度縮約
構造モデルより 4自由度縮約構造モデルの方が精度よく原モデルの
応答を表現可能であるといえる。加速度応答では，1 自由度及び 4

自由度縮約構造モデルともに原モデルの加速度と良好に一致してい
る。また，ダンパーが無い場合に比べ，頂部加速度の両モデルの差
が小さい。これは，構造減衰に加えてダンパーにより高次モードの
影響が一層抑えられるためであると考えられる。
4-4 高硬度ゴムダンパーが設置された現実的な層剛性分布を有す
る 40 層せん断質点モデル
現実的な剛性分布を有する 4-2節のモデル（Model B）にダンパー

を設置した場合を扱う。図 15, 16に原モデル(1層あたりダンパー5,10

枚)と縮約構造モデルの頂部変位の比較を示し，図 17, 18に原モデル
と縮約構造モデルの頂部加速度の比較を示す。
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図 15 頂部変位の比較(ダンパー5枚設置)
(Model B，1, 4, 40自由度モデル)
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図 16 頂部変位の比較(ダンパー10枚設置)
(Model B，1, 4, 40自由度モデル)
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図 17 頂部加速度の比較(ダンパー5枚設置)
(Model B，1, 4, 40自由度モデル)
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図 18 頂部加速度の比較(ダンパー10枚設置)
(Model B，1, 4, 40自由度モデル)

現実的な剛性分布を有する場合についても，4-3 節とほぼ同じ結
果が得られている。原モデルと縮約構造モデルの頂部変位はピーク
値の若干の差を除いて良好に一致し，縮約自由度が大きい方が精度
が良い。加速度応答では，両縮約構造モデルともに原モデルの加速
度と良好に一致しており，ダンパーが無い場合に比べ頂部加速度の
両モデルの差が小さい。

2-2 節のダンパー縮約方法は，直線形の変形モードを仮定して導
いたものであるが，変形モードの直線形からのずれが図 7(c)に示す
程度であれば，現実的な剛性分布のモデルにおいても本論文で提案
する縮約法は有効であるといえる。

５．縮約外力と単純和外力に対する応答の比較 
本論文で提案する外力の縮約方法は，変位の等価性条件により質

点外力を縮約外力 jf に縮約するものである。一方，一般的な外力の
縮約法としては原モデルの縮約代表位置間の各層に作用する質点外
力を，上層側の縮約代表位置において単純に加えた外力 jf ′（単純和
外力と称する）が用いられる。縮約外力にはモデル剛性が反映され
るが，単純和外力には反映されないという違いがある。本節では，
通常用いられる単純和外力との比較において，提案した縮約外力の
妥当性を示すことを目的とし，両外力に対する時刻歴応答解析結果
を比較する。尚，本節ではダンパーを含まない 40層モデルを扱う。
1次固有モードが逆三角形分布となる 40自由度モデル（Model A）
を，4 自由度及び 1 自由度モデルに縮約する。モデルの諸元は 4 節
と同様である。外力は再現期間 1年の風直交方向風外力とする。
図 19(a),(b)に，4 自由度及び 1 自由度の単純和外力を示す。縮約

外力は図 4(b),(c)と同様とする。原モデルの各層の外力はほぼ同位相
である。このような原モデルの外力を基に縮約外力，単純和外力を
作成した場合，4自由度の両外力は同程度であるが，1自由度では縮
約外力は単純和外力に対して 1.5倍程度の大きさとなっている。
図 20, 21に原モデルと 4自由度縮約構造モデルの頂部変位と頂部

加速度の比較を示す。図 22, 23に原モデルと 1自由度縮約構造モデ
ルの頂部変位と頂部加速度の比較を示す。
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(a) 4自由度単純和外力
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(b) 1自由度単純和外力
図 19 質点に作用する風外力の時刻歴
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図 20 頂部変位の比較（S：単純和外力，R：縮約外力）
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図 21 頂部加速度の比較（S：単純和外力，R：縮約外力）
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図 22 頂部変位の比較（S：単純和外力，R：縮約外力）
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図 23 頂部加速度の比較（S：単純和外力，R：縮約外力）
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4 自由度縮約構造モデルでは，単純和外力による応答でピーク値
に差がみられるものの，縮約外力，単純和外力ともに原モデルと良
好に一致している。1 自由度縮約構造モデルでは，縮約外力による
応答は原モデルを精度よく表現できているが，単純和外力による応
答では大きな差が見られる。尚，現実的な剛性分布を有する 40層モ
デル（Model B）について同様の検討を行ったところ，Model Aと同
様に，4 自由度縮約構造モデルでは，縮約外力，単純和外力ともに
原モデルと良好に一致し，1 自由度縮約構造モデルでは，単純和外
力による応答に大きな精度低下が見られた。
以上より，縮約構造モデルの自由度が十分大きい場合は，外力を

単純和として縮約する方法でも原モデルを精度よく表現することが
可能であるが，縮約構造モデルの自由度が小さい場合，原モデルの
応答を精度よく表現できないといえる。一方，提案する縮約外力を
用いる方法では，縮約構造モデルの自由度に関わらず原モデルを精
度よく表現することが可能である。

６．まとめ
1)１次固有周期と１次固有モードの等価性条件を用いた逆問題型定
式化により，縮約構造モデルを構築する方法を提案した。さらに，
復元力抵抗モデルを用いた縮約代表位置における変位の等価性条
件から縮約外力を構築する方法を提案した。

2）1次固有モードが逆三角形分布となる層剛性分布と現実的な層剛
性分布を有する場合について，1)において構築した縮約構造モデ
ルと縮約外力を用いて時刻歴応答解析を行い，原モデルの縮約代
表位置における変位と，対応する縮約構造モデルの変位が良好に
一致することを明らかにした。また，変位ほどの精度ではないも
のの，頂部加速度応答についても，両モデルの応答が良好に一致
することを明らかにした。これは，構造減衰（剛性比例型）によ
り原モデルの高次モードが抑えられるためであると考えられる。

3）高硬度ゴムダンパーを設置した多自由度モデルについて，頂部変
位と加速度応答において，縮約構造モデルと原モデルは良好に一
致することを明らかにした。これは，高硬度ゴムダンパーは高振
動数領域ほど大きな履歴ループを描くという特徴を有しており，
ダンパーにより高次モードの影響が抑えられることに起因する
と考えられる。

4）縮約構造モデルの自由度が十分大きい場合は，外力を単純和とし
て縮約する方法でも原モデルを精度よく表現することができる。
縮約構造モデルの自由度が小さい場合には，単純和外力は原モデ
ルの応答を精度よく表現できない場合があるのに対し，縮約外力
は縮約構造モデルの自由度に関わらず原モデルの応答を精度よ
く表現できる。
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Appendix 取り付け部材の影響 
制振ダンパーの変形に伴い取り付け部材も変形するため，ダンパーの変形

量は一般に層間変形よりも小さくなる。この取り付け部材の変形により減少
したダンパー変形量を取り付け部材の変形を含む全体の変形量で除したもの
をダンパーの実効率とする。
図 24, 25 に，40 層せん断質点系モデルに各層においてダンパーを 10 枚組

み込んだ場合の実効率による頂部変位と加速度の応答を示す。また，図 26に
は実効率 100%の値で無次元化した最大変位と最大加速度の変化を表す。実効
率 50～100％の応答では，変位最大値で 18.7%，加速度最大値で 43.2%の差が
見られるものの，本論文で意図する目的には大きな影響はない。そこで，本
論文のダンパーを組み込んだモデルの時刻歴応答解析では，実効率 100%とし
て解析を行っている。
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図 24 実効率による頂部変位の比較
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図 25 実効率による頂部加速度の比較

（2008年12月 5日原稿受理，2009年 2月26日採用決定）
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図 26 実効率による最大変位と最大加速度の変化
(実効率 100%の値で無次元化)


